
（証券コード 3169）

令和２年４月13日

株 主 各 位
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

株 式 会 社 ミ サ ワ
代表取締役社長 三 澤 太

第61回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第61回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和２年４月27日（月曜日）午後６時まで

に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 令和２年４月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２．場 所 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号

エビススバルビル５階 EBiS303 カンファレンススペースABC

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項

報 告 事 項 １．第61期（平成31年２月１日から令和２年１月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第61期（平成31年２月１日から令和２年１月31日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト(アドレス http://www.unico-fan.co.jp/ir/index.html)に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成31年２月１日から
令和２年１月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続するな

かで、政府による各種政策の効果もあり緩やかな経済の回復がみられました。

一方で、米中の貿易摩擦やイギリスのEU離脱などによる海外経済の動向、後期

には新型コロナウイルスの発生・拡大による経済への影響など、依然として不

安定な状況が続いております。インテリア・家具業界におきましても、大手に

よる寡占化がすすむ一方で、ネット販売業者や住宅関連業者の参入により、販

売チャネルの多様化がすすみ、これまで以上に厳しい競争環境が続いておりま

す。こうした環境の中で当社は、定番家具シリーズの追加アイテムの開発、そ

の他多数の商品を開発いたしました。特に無垢材のフレームとフェザー入りク

ッションのやわらかな座り心地を楽しめるTRELソファはご好評をいただきまし

た。ラグやカーテンなどのファブリック製品におきましても、質感や機能、価

格面を考慮した新アイテムを販売いたしました。

販売戦略におきましては、多様化する販売チャネルに対応していくために、

EC店舗（オンライン）の強化に注力いたしました。また、新たなターゲット層

の開拓、ブランド認知度の向上をめざし、飲料メーカーや眼鏡小売業などの異

業種とのコラボレーション企画を行い、限定アイテムを開発いたしました。

売上及び粗利益におきましては、前期から引き続き生産管理機能の精度向上

を重視し、社内の人材育成と効果的な人員配置を行い、粗利益を確保しながら

欠品を抑制し適正在庫の維持に注力してきました。また、夏季及び冬季共にセ

ール開催時期にプロパー商材の売上が堅調だったため、粗利率が改善いたしま

した。

経費におきましては、EC広告戦略の見直しにより、広告コストの抑制もすす

み、令和元年 10 月より配送費の値上げによる配送コストの上昇はありました
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が、全体的なコストを抑制することができました。また、特別損失として、一

部の店舗に係る減損損失を計上いたしました。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高11,174,999千円（対前年同期

比9.7％増）、営業利益816,380千円（対前年同期比103.0％増）、経常利益

833,239千円（対前年同期比131.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

510,280千円（対前年同期比211.9％増）となりました。

セグメントの業績は、以下のとおりです。

ⅰ）unico事業

unico事業におきましては、継続的な生産管理機能の精度向上への取り組みに

より、適正在庫の維持が可能となり、売り逃しの発生が抑制されました。販売

チャネルの多様化に対応するため、アプリ開発等のEC店舗（オンライン）への

開発投資を行い、その結果、EC店舗（オンライン）の売上が堅調に推移いたし

ました。また、定番家具シリーズの追加アイテムの開発等による新商品の売上

も堅調に推移いたしました。さらに、消費増税前の駆け込み需要が消費増税後

の反動を上回ったことにより、売上高及び営業利益が増加いたしました。

経費につきましては、業務効率の改善を図るべくRPA（ロボットによる業務自

動化）の導入や基幹システムの追加開発等を行い、売上高の伸長に比してコス

トを抑制することができました。

その結果、当連結会計年度の売上高は11,015,274千円（対前年同期比10.3％

増）、セグメント利益は824,069千円（対前年同期比95.4％増）となりました。

ⅱ）food事業

food事業におきましては、昨年リニューアルしたBistro Khamsaは、リニュー

アルの効果もあり、通年で堅調な業績を上げました。しかしながら、bistro

oeuf oeufは、スタッフの人員不足により十分な営業ができない時期があったた

め前期ほど堅調な業績を上げることはできませんでした。また、前期末に閉店

したLe Bistroの閉店に伴うコストの影響もあり、事業全体での黒字化には至り

ませんでした。

その結果、当連結会計年度の売上高は159,725千円（対前年同期比21.6％減）、

セグメント損失は7,688千円（前年同期は19,682千円のセグメント損失）となり

ました。
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② 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額

は86,713千円で、その主なものは次のとおりであります。

unico事業
unicoアプリ開発費用
販売・会計システム追加開発費用

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

　

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 58 期

(平成29年１月期)
第 59 期

(平成30年１月期)
第 60 期

(平成31年１月期)

第 61 期
(当連結会計年度)
(令和２年１月期)

売 上 高(千円) 8,147,738 9,195,011 10,186,640 11,174,999

経常利益又は経常損失(△)(千円) △215,752 △92,341 359,542 833,239

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) △416,559 △318,841 163,626 510,280

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△)(円) △58.70 △44.85 23.02 71.76

総 資 産(千円) 4,220,411 4,285,482 4,219,226 4,416,035

純 資 産(千円) 1,380,899 1,069,557 1,240,397 1,709,153

１株当たり純資産額(円) 194.36 150.35 174.46 240.32

(注)１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額は、自己株式を控除した期中平均発行
済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出し
ております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 58 期

(平成29年１月期)
第 59 期

(平成30年１月期)
第 60 期

(平成31年１月期)

第 61 期
( 当 事 業 年 度 )
(令和２年１月期)

売 上 高(千円) 8,147,738 9,195,011 10,186,640 11,174,999

経常利益又は経常損失(△)(千円) △232,981 △32,611 425,193 797,557

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △371,133 △301,298 349,002 483,199

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△)(円) △52.30 △42.39 49.09 67.95

総 資 産(千円) 4,025,182 4,090,100 4,162,195 4,390,319

純 資 産(千円) 1,217,210 915,299 1,263,581 1,711,257

１株当たり純資産額(円) 171.30 128.65 177.72 240.62

(注)１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額は、自己株式を控除した期中平均発行
済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出し
ております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Lamon Bay Furniture Corp. 10,458千ペソ 98.62％ 家具の製造業

(注)令和２年１月31日現在清算中であります。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

　

(4) 対処すべき課題

当連結会計年度におきましては、新商品の開発、生産管理の改善（計画策定と

工程管理）、システム投資による生産性の向上によるコスト抑制等により、年初

の予想を上回る利益を捻出することができました。引き続き、新商品の開発、

システム投資による生産性向上を目指してまいります。しかしながら、今後に

おきましては、令和元年 10 月の配送費の値上げによる費用の増加、小売業界

の人材不足により人員確保のための人件費の増加等が見込まれます。

このような状況のもと当社グループは、配送費の増加に関しましては、物流

業者の新規開拓、物流センター業務の業務見直しを図るなどにより、コストの

上昇を必要最低限に抑制していくことを目指してまいります。また、人件費の

増加に関しましては、システム投資による業務効率の改善、人員定着率の更な

る改善等により、採用コストの削減等を目指してまいります。なお、人員定着

率の改善につきましては、スタッフがよりモチベーションを感じることのでき

る人事制度、評価制度の改定、教育研修制度の充実を図ることで改善に繋げて

まいります。

また、販売戦略につきましては、以下になります。

unico事業の実店舗（オフライン）につきましては、不採算店舗のコスト削減

や市場分析を踏まえた一部店舗の統廃合及び移転を実施し、より効率的な事業

の運営を目指してまいります。EC店舗（オンライン）につきましては、令和２

年2月に発売を開始いたしましたオンライン限定の新レーベル「unico Thumb」

の立ち上げに注力するとともに、従来の当社グループの強みであるEC店舗（オ
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ンライン）と実店舗（オフライン）との送客関係の更なる強化を目指してまい

ります。また、デジタル戦略に基づくオムニチャネル化やunicoアプリ、SNS等

を効果的に活用したマーケティングを実施することで実店舗（オフライン）の

サービスを補完する形で売上に貢献し、一方でEC化率の向上に努め、売上拡大

を目指してまいります。

　

(5) 企業集団の主要な事業セグメント（令和２年１月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ｕｎｉｃｏ事業 家具・ファブリック等及びインテリア・雑貨等の企画・販売

ｆ ｏ ｏ ｄ 事 業 産地直送の新鮮な食材を使用した料理を提供するレストラン及びカフェの運営
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(6) 企業集団の主要拠点等（令和２年１月31日現在）

① 当社

本社（東京都渋谷区）

倉庫

関東物流センター（栃木県宇都宮市）

関西物流センター（大阪府堺市）

unico事業 店舗

北海道・東北地区 3店舗

関東地区 25店舗

北陸地区 2店舗

東海地区 3店舗

関西地区 9店舗

中国・四国地区 5店舗

九州地区 4店舗

計 51店舗

food事業 店舗

関東地区 3店舗

② 子会社

Lamon Bay Furniture Corp.（フィリピン共和国カルモナ市）

　 (注)令和２年１月31日現在清算中であります。
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(7) 従業員の状況（令和２年１月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

174（379）名 △88（3）名

(注) 従業員数は就業人員であり、販売職正社員及び臨時雇用者（パート社員、派遣社員を含む。）の
人数は、最近１年間の平均人員を( )外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

173（379）名 1（4）名 32.3歳 5.4年

(注) 従業員数は就業人員であり、販売職正社員及び臨時雇用者（パート社員、派遣社員を含む。）の
人数は、最近１年間の平均人員を( )外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（令和２年１月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 足 利 銀 行 168,803千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 82,400

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 70,840

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（令和２年１月31日現在）

① 発行可能株式総数 19,200,000株

② 発行済株式の総数 7,112,400株

③ 株主数 8,386名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三澤 太 2,880,000株 40.5％

飯塚 智香 420,000 5.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

164,100 2.3

尾張 睦 156,800 2.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

146,800 2.1

大塚 幸江 113,900 1.6

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口５)

79,500 1.1

株式会社ＳＢＩ証券 57,418 0.8

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ
ＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ
（ＦＥ－ＡＣ）

48,069 0.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口１）

44,000 0.6

(注) 持株比率は自己株式（486株）を控除して計算しております。

　

(2) その他の株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

(3) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　 該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(4) 会社役員の状況

① 取締役の状況（令和２年１月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 三 澤 太

取 締 役 飯 塚 智 香
デザイン企画本部 管掌 兼
デザイン企画本部シニアマネージャー

取 締 役 尾 張 睦
商品管理本部 管掌 兼
商品管理本部シニアマネージャー

取 締 役 鈴 木 裕 之
管理本部 管掌 兼
unico事業本部 管掌 兼
管理本部シニアマネージャー

一 時 取 締 役
（常勤監査等委員）

関 根 章 雄

取 締 役
（監 査 等 委 員）

宮 本 久 美 子

和田倉門法律事務所 パートナー
株式会社トレジャー・ファクトリー 社外取締役
株式会社ビューティガレージ 社外取締役（監
査等委員）
株式会社インタートレード 社外監査役
ピクスタ株式会社 社外取締役（監査等委員）

取 締 役
（監 査 等 委 員）

粟 澤 元 博
粟澤税務会計事務所 所長
株式会社立飛ホールディングス 社外監査役

(注) １．一時取締役関根章雄氏は、社外取締役成井昭臣氏の辞任により、監査等委員の法定員数を
欠くこととなったため、令和元年９月５日付の東京地方裁判所の決定に基づき、一時取締
役（常勤監査等委員)に就任しております。

　 ２．一時取締役関根章雄氏、取締役宮本久美子氏及び粟澤元博氏は、社外取締役であります。
３．一時取締役（監査等委員）関根章雄氏は、常勤の監査等委員であります。

常勤の監査等委員を選定している理由は、取締役会以外の重要な社内会議へ出席するほか、
日常的な情報収集や会計監査人、内部監査部門等と連携を図ることで、監査等委員会によ
る監査・監督の実効性を高めるためであります。

４．一時取締役（監査等委員）関根章雄氏、取締役（監査等委員）宮本久美子氏及び粟澤元博
氏は、以下のとおり法務、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・一時取締役（監査等委員）関根章雄氏は、住友大阪セメント株式会社に長年勤務し、財
務及び会計の経験を有しております。

・取締役（監査等委員）宮本久美子氏は、弁護士の資格を有しております。
・取締役（監査等委員）粟澤元博氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しております。

５．当社は取締役（監査等委員）宮本久美子氏及び粟澤元博氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 事業年度中に退任した取締役

退任時の会社
における地位

氏 名
退任時の担当及び
重要な兼職の状況

退 任 日

取 締 役
(常勤監査 等 委 員 )

成 井 昭 臣 令和元年８月21日

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外役員全員と同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

④ 取締役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
(０)

60百万円
(０)

取締役及び一時取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

４
(４)

12
(12)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

８
(４)

73
(12)

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬等の限度額は、株主総会決議（平成29年４月27日第58回定時株主総会）によ

り、取締役（監査等委員を除く）について年額５億円以内（ただし、使用人分給与は含ま
ない。）、取締役（監査等委員）について年額２億円以内と決議いただいております。
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⑤ 社外役員に関する事項

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）宮本久美子氏は、和田倉門法律事務所のパートナー、

株式会社トレジャー・ファクトリーの社外取締役、株式会社ビューティガ

レージの社外取締役（監査等委員）、株式会社インタートレードの社外監査

役及びピクスタ株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）粟澤元博氏は、粟澤税務会計事務所所長及び株式会

社立飛ホールディングスの社外監査役であります。当社と兼職先との間に

は特別の関係はありません。

ロ 当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役（常勤監査等委員)
成 井 昭 臣

令和元年８月の辞任までに開催された取締役会７回のうち７回、監査

等委員会10回のうち10回に出席いたしました。豊富な経験と深い見識

に基づき、適宜質問、意思表明等の発言を行っております。

一時取締役（常勤監査等委員)
関 根 章 雄

社外取締役成井昭臣氏の辞任により、監査等委員の法定員数を欠くこ

ととなったため、令和元年９月５日付の東京地方裁判所の決定に基づ

き、一時取締役（常勤監査等委員)に就任しております。

就任以降に開催された取締役会４回のうち４回、監査等委員会４回の

うち４回に出席いたしました。豊富な経験と深い見識に基づき、適宜

質問、意思表明等の発言を行っております。

取締役（監査等委員)
宮 本 久美子

当事業年度に開催された取締役会13回、監査等委員会14回全てに出席

いたしました。弁護士としての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜

質問、意見表明等の発言を行っております。

取締役（監査等委員)
粟 澤 元 博

当事業年度に開催された取締役会13回、監査等委員会14回全てに出席

いたしました。公認会計士及び税理士としての豊富な経験と深い見識

に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っております。
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(5) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

26,000

(注) １．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況等の評価を行い、
報酬額の見積りの相当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条
第1項の同意を行っております。

　
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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(6) 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

（業務の適正を確保するための体制の概要）

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの基本方針）につ

いての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

イ 当社の取締役は、経営理念に則った価値観に基づく行動を率先垂範し、当

社グループ内へ法令、定款及び企業倫理の遵守の徹底を図る。

ロ コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程を定める。

ハ 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、当社グループ全体のコンプラ

イアンス体制の維持発展を行う。

ニ 当社は、公益通報者保護規程を定め、コンプライアンス相談窓口を設置す

るとともに、法令、定款及び社内規程等に違反する事実やその恐れがある

行為を早期に発見し、是正するための仕組みを構築し、維持する。

ホ 内部監査室は、各業務執行部門及び子会社の業務監査を行い、必要に応じ

て体制の整備や改善について代表取締役社長に報告する。

ヘ 当社は、経営理念を実現するために、社会秩序や社会生活の安全に脅威を

与える反社会的勢力に対しては、一切の関係を持たず、毅然とした態度を

もってこれに臨むこととする。万が一、反社会的勢力からの接触があった

場合は、管理部門が対応することとし、必要に応じて、顧問弁護士や警察

等の専門家に相談することとする。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

イ 当社は、取締役の職務執行に係る情報について、法令、定款及び基本規程

である文書管理規程に基づき適切に保存及び管理する。

ロ 前項の情報は、取締役がいつでも閲覧可能な状態を維持する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ 当社グループのリスクマネジメントの基本方針は、取締役会において決定

されるものとする。

ロ 業務執行におけるリスクは、取締役がその対応について責任を持ち、重要

なリスクについて、取締役会において、分析・評価を行い、改善策を審

議・決定するものとする。 また、必要に応じ、当該リスクの管理に関する

規程の制定・ガイドラインの策定・研修活動の実施等を行うものとする。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ 取締役会規程に基づき定時取締役会を原則毎月１回開催し、必要ある場合

には適宜臨時取締役会を開催することとする。また、各業務執行部門の活

動状況の報告、取締役会での決定事項の通知等を行う会議体としてマネジ

ャー会議を毎月１回開催することとし、経営情報の共有と業務運営の効率

化を図る。

ロ 取締役を含む会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・

職務分掌規程・職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ 当社は、関係会社管理規程に基づき、関係会社管理の方針と体制を定め、

当社グループ全体の業務の円滑化と管理の適正化を図る。

ロ 取締役会は、定期的に関係会社の経営成績及び財政状態等について担当取

締役より報告を受け、継続的に管理体制の改善及び向上に努める。

ハ コンプライアンス規程は全グループ会社に適用し、全グループ会社の法令

順守に関する体制はコンプライアンス委員会が統括する。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、並びにこ

れらの者の独立性及び指示の実効性の確保に関する事項

イ 監査等委員である取締役が内部統制システムの構築・運用等について監査

をするため、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役会は監査等委員である取締役と協議の上、内部監査室人員又は必要とす

る各業務執行部門人員を人選・配置する。

ロ 監査等委員である取締役の配置下に入った使用人は、監査等委員である取

締役の指揮下に入り、取締役の（監査等委員である取締役を除く）指揮命

令は受けないものとする。
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⑦ 監査等委員会への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制並びに

その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼ

す恐れのある事項や重大な法令、定款違反行為又は不正行為を発見したと

きは、速やかに監査等委員会に報告する。

ロ 監査等委員会は、必要に応じて業務執行に関する報告、説明又は関係資料

の提出を当社及び子会社の取締役及び使用人に求めることができる。

ハ 当社は、前２項に従い監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないように必要な措置を講ずるもの

とする。

ニ 当社の取締役は定期的に、以下の事項等について、監査等委員会に報告す

るものとする。

(イ)当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項

(ロ)内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項

(ハ)重大な法令、定款違反行為

(ニ)コンプライアンス上の重要な事項

(ホ)その他の経営上、重要な事項

ホ 監査等委員は、取締役会のほか必要と判断した会議に出席し、事業活動に

おける重要な決定や職務の執行状況について取締役（監査等委員である取

締役を除く）及び使用人に対して説明を求めることができる。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　 監査等委員である取締役が職務の執行上、必要と認める費用については、

あらかじめ予算を計上する。ただし、緊急又は臨時に支出した費用について

は、当社は事後に償還に応じる。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、

体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運

用状況の概要は以下のとおりであります。

① 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況

取締役会は13回開催され、各議案についての、審議、業務遂行の状況等の監

督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保

されております。

また、監査等委員会は14回開催され、取締役の職務執行の監査、法令及び定

款等の遵守について監査いたしました。

監査等委員は取締役会の他、重要な社内会議に出席し、取締役等からの説明

の聴取を通じて、内部統制の構築及び運用の状況について確認を行うとともに、

必要に応じて意見を表明いたしました。また、会計監査人、内部監査部門と適

宜情報交換を行い、連携を保ちながら監査の実効性を高めております。

当社のコンプライアンスにつきましては、代表取締役社長を委員長、シニア

マネージャー及びマネージャーを委員として構成されるコンプライアンス委員

会において、内部統制評価の経過報告会を実施いたしました。

② 損失の危険の管理に対する取組みの状況

リスク管理規程に基づき開催されたリスク管理委員会におきましては、法令

順守に関するリスクはもとより、情報システム、財務、労務管理、商品品質及

び災害等に関するリスクについて、報告、原因の把握及び対応策の検討を実施

いたしました。

③ 会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正の確保に対する取組み

の状況

子会社の経営管理につきましては、関係会社管理規程に従い、子会社から当

社の主管部門に、事前に承認申請又は報告を行っております。

(7) 会社の支配に関する基本方針

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、

企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えて

おります。

現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情

勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

(令和２年１月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 2,954,075 流 動 負 債 2,411,778

現 金 及 び 預 金 495,587 買 掛 金 507,116

売 掛 金 560,611 短 期 借 入 金 300,000

商 品 及 び 製 品 1,725,151 １年内返済予定の長期借入金 420,624

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 61,852 未 払 金 318,962

そ の 他 110,871 未 払 法 人 税 等 228,197

未 払 消 費 税 等 49,545

前 受 金 291,246

賞 与 引 当 金 49,415

ポ イ ン ト 引 当 金 105,000

そ の 他 141,670

固 定 資 産 1,461,960

有 形 固 定 資 産 258,485 固 定 負 債 295,103

建物及び構築物 (純額) 209,801 長 期 借 入 金 233,456

機械装置及び運搬具 (純額) 270 退職給付に係る負債 21,056

工具、器具及び備品 (純額) 46,599 資 産 除 去 債 務 22,253

土 地 814 事業整理損失引当金 13,201

建 設 仮 勘 定 1,000 そ の 他 5,136

負 債 合 計 2,706,882

無 形 固 定 資 産 196,708

ソ フ ト ウ ェ ア 194,383 (純 資 産 の 部)

ソフトウエア仮勘定 2,089 株 主 資 本 1,685,564

そ の 他 236 資 本 金 380,485

資 本 剰 余 金 360,485

投 資 そ の 他 の 資 産 1,006,766 利 益 剰 余 金 944,816

敷 金 及 び 保 証 金 582,580 自 己 株 式 △222

繰 延 税 金 資 産 394,505 その他の包括利益累計額 23,589

そ の 他 29,680 為替換算調整勘定 23,589

純 資 産 合 計 1,709,153

資 産 合 計 4,416,035 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,416,035

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成31年２月１日から
令和２年１月31日まで）

　 (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,174,999

売 上 原 価 4,377,783

売 上 総 利 益 6,797,215

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,980,835

営 業 利 益 816,380

営 業 外 収 益

受 取 利 息 38

運 送 事 故 受 取 保 険 金 2,660

為 替 差 益 10,004

固 定 資 産 売 却 益 14,280

そ の 他 1,072 28,055

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,925

そ の 他 270 11,196

経 常 利 益 833,239

特 別 損 失

減 損 損 失 55,528 55,528

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 777,711

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 235,247

法 人 税 等 調 整 額 32,183 267,431

当 期 純 利 益 510,280

非支配株主に帰属する当期純利益 -

親会社株主に帰属する当期純利益 510,280

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成31年２月１日から
令和２年１月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

当 期 首 残 高 380,471 360,471 470,086 △222 1,210,807

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

13 13 27

剰 余 金 の 配 当 △35,550 △35,550

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

510,280 510,280

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 合 計

13 13 474,729 - 474,756

当 期 末 残 高 380,485 360,485 944,816 △222 1,685,564

その他の包括利益
累 計 額

純 資 産
合 計

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 29,590 29,590 1,240,397

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

27

剰 余 金 の 配 当 △35,550

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

510,280

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

△6,000 △6,000 △6,000

連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 合 計

△6,000 △6,000 468,756

当 期 末 残 高 23,589 23,589 1,709,153

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 Lamon Bay Furniture Corp.

(注)令和２年１月31日現在清算中であります。

２．会計方針に関する事項

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

製品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～31年

機械装置及び運搬具 ４～８年

工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

― 22 ―

2020年03月27日 14時04分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

② 賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。

③ ポイント引当金

将来のポイント使用に備えるため、使用実績率に基づき、当連結会計年度末において将来使

用されると見込まれる額を計上しております。

④ 事業整理損失引当金

連結子会社の事業整理に伴う損失に備えるため、当該損失見積額を計上しております。

(4) 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる事項

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

② 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成

24年５月17日。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号

平成27年３月26日。）に定める簡便法により、自己都合退職による期末要支給額から公益財団

法人東法連特定退職金共済会からの給付金相当額を控除した金額を計上しております。

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）に伴う「会

社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当

連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金

負債は固定負債の区分に表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 1,050,363千円
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（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。

場所 用途 種類

青森県五所川原市 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

大阪府堺市北区 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

大阪府大阪市天王寺区 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗又は事業所を基準として

グルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

unico事業用店舗に関しましては、収益性の低下により投資の回収が見込めなくなったことに伴

い、対象店舗につき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失55,528千円として

特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物52,293千円、工具、器具及び備品

3,234千円であります。なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、回収可能性が

認められないため、ゼロとして評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式（株） 7,110,600 1,800 - 7,112,400
　
２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式（株） 486 - - 486
　
３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成31年４月25日

定時株主総会

普通

株式

利益

剰余金
35 5.00 平成31年１月31日 平成31年４月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

令和２年４月28日

定時株主総会

普通

株式

利益

剰余金
56 8.00 令和２年１月31日 令和２年４月30日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

店舗等の賃貸借契約に基づく敷金及び保証金は、差入先、預託先の信用リスクに晒されており

ます。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目

的としたものであり、償還日は最長で決算日後４年であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、売掛金、敷金及び保証金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建金銭債権債務については、為替変動の状況をモニタリングしており

ます。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

― 26 ―

2020年03月27日 14時04分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



２．金融商品の時価等に関する事項

令和２年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。

連結貸借対照表

計上額(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1)現金及び預金 495,587 495,587 -

(2)売掛金 560,611 560,611 -

(3)敷金及び保証金 582,580 586,898 4,317

資産計 1,638,779 1,643,097 4,317

(1)買掛金 507,116 507,116 -

(2)短期借入金 300,000 300,000 -

(3)未払金 318,962 318,962 -

(4)未払法人税等 228,197 228,197 -

(5)長期借入金(1年以内に返済予
定のものを含む)

654,080 652,726 △1,353

負債計 2,008,356 2,007,003 △1,353

(注) １．金融商品の時価の算定方法
資産
(1)現金及び預金、(2)売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
(3)敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
なお、「連結貸借対照表計上額」及び「時価」には、敷金及び保証金の回収が最終的に

見込めないと認められる部分の金額（資産除去債務の未償却残高）が含まれております。

負債
(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金、(4)未払法人税等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
(5)長期借入金(1年以内に返済予定のものを含む)
これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に信用

スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

(千円)

１年超

５年以内

(千円)

５年超

10年以内

(千円)

10年超

(千円)

現金及び預金 495,587 - - -

売掛金 560,611 - - -

合計 1,056,198 - - -

(注) １．償還予定額は、元本金額を記載しております。
２．敷金及び保証金については、償還予定額が不明なため記載しておりません。

３．長期借入金の返済予定額

１年以内

(千円)

1年超

2年以内

(千円)

2年超

3年以内

(千円)

3年超

4年以内

(千円)

4年超

5年以内

(千円)

5年超

(千円)

長期借入金 420,624 198,773 34,683 - - -

　

（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 240円32銭

(2) １株当たり当期純利益金額 71円76銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(令和２年１月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 2,930,557 流 動 負 債 2,397,160

現 金 及 び 預 金 480,929 買 掛 金 506,342

売 掛 金 560,611 短 期 借 入 金 300,000

商 品 1,609,345 １年内返済予定の長期借入金 420,624

未 着 品 117,417 リ ー ス 債 務 3,976

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 61,852 未 払 金 318,962

前 渡 金 27,142 未 払 費 用 103,520

前 払 費 用 68,901 未 払 法 人 税 等 228,063

そ の 他 4,356 未 払 消 費 税 等 49,545

前 受 金 291,246

預 り 金 18,955

賞 与 引 当 金 49,415

固 定 資 産 1,459,762 ポ イ ン ト 引 当 金 105,000

有 形 固 定 資 産 258,485 そ の 他 1,507

建 物 ( 純 額 ) 209,792

構 築 物 ( 純 額 ) 8 固 定 負 債 281,901

機械及び装置(純額) 270 長 期 借 入 金 233,456

工具、器具及び備品(純額) 46,599 リ ー ス 債 務 5,136

土 地 814 退 職 給 付 引 当 金 21,056

建 設 仮 勘 定 1,000 資 産 除 去 債 務 22,253

無 形 固 定 資 産 196,708 負 債 合 計 2,679,061

ソ フ ト ウ エ ア 194,383 (純 資 産 の 部)

ソフトウェア仮勘定 2,089 株 主 資 本 1,711,257

そ の 他 236 資 本 金 380,485

投 資 そ の 他 の 資 産 1,004,568 資 本 剰 余 金 360,485

関係会社長期貸付金 407,623 資 本 準 備 金 360,485

長 期 前 払 費 用 60 利 益 剰 余 金 970,509

敷 金 及 び 保 証 金 582,094 利 益 準 備 金 160

繰 延 税 金 資 産 392,793 そ の 他 利 益 剰 余 金 970,349

そ の 他 29,620 繰 越 利 益 剰 余 金 970,349

貸 倒 引 当 金 △407,623 自 己 株 式 △222

純 資 産 合 計 1,711,257

資 産 合 計 4,390,319 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,390,319

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成31年２月１日から
令和２年１月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,174,999

売 上 原 価 4,395,019

売 上 総 利 益 6,779,979

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,958,196

営 業 利 益 821,783

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14

運 送 事 故 受 取 保 険 金 2,660

固 定 資 産 売 却 益 939

そ の 他 952 4,567

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,925

為 替 差 損 1,341

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16,525

そ の 他 1 28,793

経 常 利 益 797,557

特 別 損 失

減 損 損 失 55,528 55,528

税 引 前 当 期 純 利 益 742,028

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 235,612

法 人 税 等 調 整 額 23,216 258,829

当 期 純 利 益 483,199

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成31年２月１日から
令和２年１月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 380,471 360,471 160 522,701 522,861 △222 1,263,581

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

13 13 27

剰 余 金 の 配 当 △35,550 △35,550 △35,550

当 期 純 利 益 483,199 483,199 483,199

事業年度中の変動額合計 13 13 - 447,648 447,648 - 447,675

当 期 末 残 高 380,485 360,485 160 970,349 970,509 △222 1,711,257

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 1,263,581

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

27

剰 余 金 の 配 当 △35,550

当 期 純 利 益 483,199

事業年度中の変動額合計 447,675

当 期 末 残 高 1,711,257

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

未着品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～31年

構築物 10年

機械及び装置 ５～８年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24

年５月17日。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。）に定める簡便法により、自己都合退職による期末要支給額から公益財団法人

東法連特定退職金共済会からの給付金相当額を控除した金額を計上しております。

(4) ポイント引当金

将来のポイント使用に備えるため、使用実績率に基づき、当事業年度末において将来使用され

ると見込まれる額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）に伴う「会

社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当

事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 1,050,363千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引

仕入高 31,574千円

２．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

青森県五所川原市 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

大阪府堺市北区 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

大阪府大阪市天王寺区 unico事業用店舗 建物及び構築物、工具、器具及び備品

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗又は事業所を基準としてグルーピング

を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

unico事業用店舗に関しましては、収益性の低下により投資の回収が見込めなくなったことに伴い、

対象店舗につき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失55,528千円として特別損

失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物52,293千円、工具、器具及び備品3,234千円で

あります。なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、回収可能性が認められないた

め、ゼロとして評価しております。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 486 - - 486

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 15,131千円

ポイント引当金 32,151千円

たな卸資産評価損 6,165千円

未払事業所税 3,372千円

未払事業税 15,960千円

減価償却超過額 160,934千円

減損損失 108,610千円

退職給付引当金 6,447千円

貸倒引当金 124,814千円

未収利息 16,544千円

関係会社株式評価損 7,878千円

資産除去債務 6,814千円

差入保証金 41,283千円

その他 3,711千円

繰延税金資産小計 549,818千円

評価性引当額 △156,803千円

繰延税金資産合計 393,015千円

繰延税金負債

有形固定資産 221千円

繰延税金負債合計 221千円

繰延税金資産の純額 392,793千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

種 類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は出
資 金
(千ペソ)

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合
(％)

関 係 内 容

取引の
内 容

取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
Lamon Bay
Furniture
Corp.

フ ィ
リ ピ
ン 共
和国
カ ル
モ ナ
市

10,458

家 具
の 製
造

(所有)
直接

98.6

兼任
２名

家具の
製造委
託、資
金の貸
付等

家 具 の
製 造 委
託
(注)２

31,574 － －

資 金 の
貸付
(注)３,
４

16,525

関 係 会
社 長 期
貸付金
(注)３,
４,５

407,623

(注) １．記載金額には、消費税等は含まれておりません。
２．価格その他の取引条件は、一般的取引条件と同様に決定しております。
３．資金の貸付については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定しております。
４．当事業年度に係る受取利息及び未収利息は計上しておりません。
５．関係会社長期貸付金に対し、当事業年度において407,623千円の貸倒引当金を計上し、

16,525千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
６. 令和２年１月31日現在清算中であります。

　
（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 240円62銭

(2) １株当たり当期純利益金額 67円95銭
　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

令和２年３月16日

株式会社ミサワ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木 村 尚 子 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ミサワの平成
３１年２月１日から令和２年１月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ミサワ及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

令和２年３月16日

株式会社ミサワ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木 村 尚 子 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミサワ
の平成３１年２月１日から令和２年１月３１日までの第６１期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、平成31年２月１日から令和２年１月31日までの第61期事業年
度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につ
き以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施
しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部
門と連携のうえ、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類
等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

令和２年３月25日

　 株 式 会 社 ミ サ ワ 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 関 根 章 雄 ㊞

監査等委員 宮 本 久 美 子 ㊞

監査等委員 粟 澤 元 博 ㊞

（注）監査等委員関根章雄、宮本久美子及び粟澤元博は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識しており、

将来の事業展開と経営体質の強化のために内部留保を確保しつつ、安定的な配当を

行っていくことを基本方針としております。この方針のもと、期末配当につきまし

ては、以下のとおり実施したいと存じます。

(１) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

(２) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき８円 総額 56,895,312円

(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 令和２年４月30日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（４名）は、本総会の終結の時を

もって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の

選任をお願いしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏
ふ り が な

名

(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

１
三
み さ わ

澤 太
ふとし

(昭和35年７月２日生)

昭和59年４月 株式会社報知新聞社入社
2,880,000株昭和61年３月 当社入社 取締役就任

平成６年４月 代表取締役社長就任（現任)

２
飯
いいつか

塚 智香
ち か

(昭和35年３月１日生)

昭和61年10月 株式会社近代ビル管理入社

420,000株

昭和63年12月 当社入社

平成12年３月 取締役就任（現任）

企画室長

平成30年８月 デザイン企画本部管掌（現任）

デザイン企画本部シニアマネージャー

令和２年２月 デザイン企画本部本部長（現任）

３
尾
お わ り

張 睦
むつみ

(昭和35年11月16日生)

昭和59年４月 株式会社ジャックス入社

156,800株

平成元年４月 当社入社

平成29年４月 取締役就任（現任）

商品管理部管掌

平成31年３月 商品管理本部管掌（現任）

商品管理本部シニアマネージャー

令和２年２月 商品管理本部本部長（現任）

４
鈴
す ず き

木 裕之
ひろゆき

(昭和45年６月12日生)

平成５年４月 第一生命保険相互会社

（現第一生命保険株式会社）入社

30,900株

平成14年１月 株式会社ネクストジェン入社

平成21年８月 当社入社 管理部長

平成23年９月 取締役就任（現任）

管理部門管掌

平成30年８月 管理本部管掌（現任）

管理本部シニアマネージャー

平成31年３月 unico事業本部管掌（現任）

令和２年２月 管理本部本部長（現任）
（注）各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役 関根 章雄は、本総会の終結の時をもって任期満了とな

りますので、監査等委員である取締役１名の選任をお願いしたいと存じます。

本議案に関しましてはあらかじめ監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名

(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

関
せ き ね

根 章雄
あ き お

(昭和31年１月31日生)

昭和54年４月 住友セメント株式会社(現 住

友大阪セメント株式会社)入

社

－株

平成23年５月 同社 二次電池材料事業推進

室長

平成24年６月 同社 内部監査室長

平成27年６月 同社 監査役

令和元年９月 当社 一時取締役（常勤監査

等委員）（現任）
（注１）候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
（注２）関根章雄氏は、社外取締役候補者であります。関根章雄氏につきましては、財務等に関する

長年の知見と経験から、当社の監査等委員である取締役（社外）に適任であると判断し、選
任をお願いするものであります。同氏は会社の経営に関与したことはありませんが、同氏の
高い専門性により、当社の経営監督機能を適切に遂行できるものと考えております。

（注３）令和元年８月21日、取締役(社外取締役)成井昭臣氏の辞任により、監査等委員である取締役
に欠員が生じたため、令和元年９月５日付で東京地方裁判所より監査等委員である一時取締
役として関根章雄氏が選任され就任いたしました。監査等委員である一時取締役の任期は、
本総会で監査等委員である取締役が選任されるまでの期間であり、その在任期間は本総会終
結の時をもって７カ月であります。

（注４）当社は、関根章雄氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠
償責任を限定する責任限定契約を締結しております。本総会において同氏の選任が承認され
た場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であり、当該契約に基づく賠償限度額
は、法令が規定する最低限度額といたします。

以上
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〈メ モ 欄〉
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至中目黒

至渋谷

至広尾

明
治
通
り

至目黒

ホテルシエスタ

ミニストップ

サンクス

ファミリーマート

恵比寿SSビル

JR
恵比寿駅

恵比寿ガーデンプレイス

恵比寿ISビル

恵比寿
ビジネスタワー

三富ビル新館

恵比寿四丁目

東京都渋谷区恵比寿1-20-8
みずほ
銀行

交番

東口

駒沢通り

三井住友銀行

●日比谷線恵比寿駅

出口1

出口2

恵比寿一

恵比寿駅
東口

エビス
スバルビル

三菱
UFJ銀行

三菱
UFJ銀行

三菱
UFJ銀行

渋谷橋

恵
比
寿

ネ
オ
ナ
ー
ト

株主総会会場

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会場：東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号

エビススバルビル５階

EBiS303 カンファレンススペースABC

TEL 0120-303557（フリーダイヤル）

交通： JR 線「恵比寿駅」東口より徒歩約２分

日比谷線「恵比寿駅」出口１より徒歩約５分

＜新型コロナウイルスをはじめとする感染予防に関するお知らせ＞

新型コロナウイルスをはじめとする感染予防及び拡散防止のため、当社スタッフはマ

スク着用にて対応させていただく場合があります。株主総会にご出席される株主様に

おかれましても、株主総会開催日時点での状況やご自身の体調をご確認のうえ、マス

ク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申し上げま

す。
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